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）

別紙様式第１　様式2-1 ①

（令和５年度補正） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 宮崎市 (都道府県： 宮崎県

本事業の担当部局名 子ども未来部子育て支援課

（これまでの少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情及び課題 ）※全事業共通

（当年度の少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け）

(過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）)

【次年度以降に向けた事業の方向性】

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

事 業 メ ニ ュ ー 地域結婚支援重点推進事業

区 分 重点メニュー

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 1_2_1 自治体間連携を伴う結婚支援の取組

個 別 事 業 名 みやざき出会い・結婚総合支援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和6年4月1日 ～ 令和7年3月31日 事業開始年度 令和 4 年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 2,100,000

円

第五次宮崎市総合計画及び第2期宮崎市地方創生総合戦略において、特に優先的かつ重点的に取り組むべき3つ
を戦略プロジェクトと位置づけており、その3つ目に「未来への投資」を掲げ将来世代への投資という観点から少子化
対策・子育て支援を強化している。本市の出生数は平成25年の3,775人から令和4年は2,915人と800人以上減少、婚
姻数も平成25年の2,257組から1,693組で500組以上減少しており、未婚が要因である少子化が進んでいると考えら
れその対策が急務となっている。

令和5年度は、同様の複数人によるお見合いイベントを10回実施した。民間事業者等からの申請による補助事業で
あったため、実施希望時期が年度後半に偏り、参加者の募集に課題が残った。令和6年度は委託事業として、通年
でバランスよくイベントが実施できるよう改善を行う。

番号 項目 内容
ステップ
アップ

KPI
設定

1
お見合いイベントと
スキルアップセミ
ナー事業

複数人での出会いを求める対象者へ、コミュニケーション術や身だしなみなど婚活スキルの
向上を図るセミナーを提供し、併せて食や自然、スポーツといった本市ならではの観光素材
等を取り入れたイベントを実施し、結婚に向けた出会いの支援を行う。また、イベント参加者
において、1対1での出会いを希望する対象者へ「みやざき結婚サポートセンター」等への入
会登録促進も行う。
・参加者、回数：年間200人、4～8回（企画内容により回数を調整）
・開催場所：宮崎市内

○ ○

2 他自治体との連携

①県との連携
・県が運営する婚活ポータルサイト「えんむすびみやざき」へ積極的にイベント情報を掲載
し、県と市による連携を対象者へ効果的に発信することで、行政が結婚支援を実施する大き
な意義である「安心感」を持ってイベントに参加してもらう。
②県や他市町村との連携
・県が運営する「ひなたの出逢い・子育て応援運動」推進会議の「出逢い応援部会」の一員
として、協議会等へ参加し、実務者レベルでの意見交換や情報共有、取組提案等を行う。ま
た県が実施する推進運動の取組を積極的に行い、その取組結果による課題等を他市町村
へ共有する。

○ ○

3

参加者アンケートの分析や、事業を委託する民間事業者の意見を参考に、今後の取組について検討する。

なし

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２ 

＜当年度の少子化対策の全体像＞※全事業共通
令和4年度より子ども未来部子育て支援課に「少子化対策推進担当」を配置し、市内に住む若い世代の結婚願望を
高め、自分に合った手段でパートナーと出会える結婚支援事業に取り組んでいる。令和4～5年度に民間事業者等へ
の補助事業として実施した「複数人によるお見合いイベント」を発展的に改良させ委託事業として実施し、よりマッチ
ング率を高めるためのスキルアップセミナー等の実施や、1対1での出会いを希望する対象者へは「みやざき結婚サ
ポートセンター」等の入会登録促進を行う。また、マッチングアプリのオンラインセミナーや対面式ライフデザインセミ
ナーを開催し、婚活対象者の掘り起こしや機運醸成を行い、その人に合った出会いの支援を行う。
＜本個別事業の位置付け＞
本個別事業では、複数人での出会いを求める対象者へ、コミュニケーション術や身だしなみなど婚活スキルの向上を
図るセミナーを提供し、併せて食や自然、スポーツといった本市ならではの観光素材等を取り入れたイベントを実施
し、結婚に向けた出会いの支援を行う。

個
別
事
業
の
内
容

※（注）３



KPI項目 単位 目標値 現状値

婚姻数 件 1,778 1,693

出生数 人 3,000 2,915

合計特殊出生率 1.50 1.45

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.45（令和4年）

婚姻件数 件 1,693（令和4年）

婚姻率 4.4（令和2年）

KPI項目 単位 目標値 現状値
事業内容

番号
項目

（アウトプット）

1 お見合いイベント参加人数 人 200 180（R5予定）

2 スキルアップセミナー参加人数 人 200 -

3 募集定員に対する参加者の割合 ％ 80 90（R5予定）

（アウトカム)

1 お見合いイベントでのマッチング成立率 ％ 40 38（R5暫定）

2 イベント・セミナー参加者の満足度 ％ 80 -

3 結婚に向けた機運が高まったと回答した人の割合 ％ 60 -

参考指標
※（注）５

※全事業共通

他自治体との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）７

（個別事業2に加え）
・県結婚サポートセンターにおいて、本イベント・セミナーの周知案内、会員への情報提供を依頼する。
・県へ「ひなたの出逢い・子育て推進運動」の登録会員（企業・団体等）へのイベント・セミナーの情報発信を依頼す
る。
・県が実施するセミナー等についても本市のイベント参加者や広く市民に周知し、婚活対象者の掘り起こしを行う。

民間事業者との連携・
役割分担の考え方及び

具体的方法　※（注）８

・民間事業者に委託することで、そのノウハウを活用し、きめ細やかなサービスの提供を行う。
・イベント・セミナーの講師には、民間で活躍する事業者等を招き、行政では思いつかないような企画提案を促す。
上記の連携により魅力的なイベントを開催し、参加者のマッチング率や結婚に向けた機運を高める。

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６

（注）
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書
等）を添付すること。
２「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、次の①～③を記載すること。ただし、結婚新生活支援事業において、③は記
載不要。
　①これまでの少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情及び課題　
　②当年度の少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け
　③過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）
３「個別事業の内容」には、本個別事業の具体的内容を記載すること。
　※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること（結婚新生活支援事業においては
記載不要）。
　※事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又は市町村名、事業名を記載すること（結婚新生活支援事業においては記載不要）。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標を達成予定時期を含め記載す
ること。また、各自治体は少なくとも令和６年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率を記載すること。　　　　
６「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを踏まえ、KPI及び定量的
成果目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体において効果検証を実施すること。
　※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　※結婚支援センター事業を実施する場合は、参考として直近年度の「会員登録数」「引き合わせ成立者数」「カップル成立組数」「成婚数」を記載すること。
７「他自治体との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を他の都道府県や市町村と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記
載すること。
８「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記入する
こと。



個票

個票

）

別紙様式第１　様式2-1 ②

（令和５年度補正） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 宮崎市 (都道府県： 宮崎県

本事業の担当部局名 子ども未来部子育て支援課

（これまでの少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情及び課題 ）※全事業共通

（当年度の少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け）

(過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）)

【次年度以降に向けた事業の方向性】

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

事 業 メ ニ ュ ー 地域結婚支援重点推進事業

区 分 重点メニュー

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 1_2_1 自治体間連携を伴う結婚支援の取組

個 別 事 業 名 みやざき出会い・結婚機運醸成事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

新規

実施期間 令和6年4月1日 ～ 令和7年3月31日 事業開始年度 年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 1,100,000

円

第五次宮崎市総合計画及び第2期宮崎市地方創生総合戦略において、特に優先的かつ重点的に取り組むべき3つ
を戦略プロジェクトと位置づけており、その3つ目に「未来への投資」を掲げ将来世代への投資という観点から少子化
対策・子育て支援を強化している。本市の出生数は平成25年の3,775人から令和4年は2,915人と800人以上減少、婚
姻数も平成25年の2,257組から1,693組で500組以上減少しており、未婚が要因である少子化が進んでいると考えら
れその対策が急務となっている。

番号 項目 内容
ステップ
アップ

KPI
設定

1
ライフデザインセミ
ナーと個別結婚相
談会事業

結婚相談所等のカウンセラーによる、対面式のライフデザインセミナーや個別婚活相談会を
実施し、個票①のお見合いイベントやスキルアップセミナーへの参加意欲を高め、有機的で
効率的な支援の取組を行う。
・参加者、回数：60人、1回
・開催場所：宮崎市内

○

2
マッチングアプリオ
ンラインセミナー

マッチングアプリ事業者による、アプリの仕組みや安全で適正な利用方法を学ぶオンライン
セミナーを実施する。個票①のお見合いイベント参加者にも広報し受講を促す。
・参加者、回数：各100人、2回
・開催方法：オンライン

○

3 他自治体との連携

①県との連携
・県が運営する婚活ポータルサイト「えんむすびみやざき」へセミナー情報を掲載し、県と市
による連携を対象者へ効果的に発信することで、行政が結婚支援を実施する大きな意義で
ある「安心感」を持ってイベントに参加してもらう。
②県や他市町村との連携
・県が運営する「ひなたの出逢い・子育て応援運動」推進会議の「出逢い応援部会」の一員
として、協議会等へ参加し、実務者レベルでの意見交換や情報共有、取組提案等を行う。ま
た県が実施する推進運動の取組を積極的に行い、その取組結果による課題等を他市町村
へ共有する。

○

参加者アンケートの分析や、事業を委託する民間事業者の意見を参考に、今後の取組について検討する。

なし

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２ 

＜当年度の少子化対策の全体像＞※全事業共通
令和4年度より子ども未来部子育て支援課に「少子化対策推進担当」を配置し、市内に住む若い世代の結婚願望を
高め、自分に合った手段でパートナーと出会える結婚支援事業に取り組んでいる。令和4～5年度に民間事業者等
への補助事業として実施した「複数人によるお見合いイベント」を発展的に改良させ委託事業として実施し、よりマッ
チング率を高めるためのスキルアップセミナー等の実施や、1対1での出会いを希望する対象者へは「みやざき結婚
サポートセンター」等の入会登録促進を行う。また、マッチングアプリのオンラインセミナーや対面式ライフデザインセ
ミナーを開催し、婚活対象者の掘り起こしや機運醸成を行い、その人に合った出会いの支援を行う。
＜本個別事業の位置付け＞
本個別事業では、近年、出会いのきっかけとして急増するマッチングアプリの仕組みや安全で適正な利用方法を学
ぶオンラインセミナーの実施、また市内の結婚相談所のカウンセラー等と連携し、対面式のライフデザインセミナー
や個別婚活相談会を行い、婚活対象者の掘り起こしや機運醸成を行い、その人に合った出会いの支援を行う。

個
別
事
業
の
内
容

※（注）３



KPI項目 単位 目標値 現状値

婚姻数 件 1,778 1,693

出生数 人 3,000 2,915

合計特殊出生率 1.50 1.45

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.45（令和4年）

婚姻件数 件 1,693（令和4年）

婚姻率 4.4（令和2年）

KPI項目 単位 目標値 現状値
事業内容

番号
項目

（アウトプット）

1 ライフデザインセミナーと個別結婚相談会参加人数 人 60 -

2 マッチングアプリオンラインセミナー参加人数 人 200 -

3 募集定員に対する参加者の割合 ％ 80 -

（アウトカム)

1 セミナー参加者の満足度 ％ 80 -

2 結婚に向けた機運が高まったと回答した人の割合 ％ 60 -

3

参考指標
※（注）５

※全事業共通

他自治体との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）７

（個別事業2に加え）
・県結婚サポートセンターにおいて、本セミナーの周知案内、会員への情報提供を依頼する。
・県へ「ひなたの出逢い・子育て推進運動」の登録会員（企業・団体等）へのセミナーの情報発信を依頼する。
・県が実施するセミナー等についても本市のイベント参加者や広く市民に周知し、婚活対象者の掘り起こしを行う。

民間事業者との連携・
役割分担の考え方及び

具体的方法　※（注）８

・民間事業者に委託することで、そのノウハウを活用し、きめ細やかなサービスの提供を行う。
・セミナーの講師には、参加者の悩みの相談ができる講師を選定し、総合的な結婚支援につなげる。
上記の連携により、参加者の結婚に向けた機運を高め、その人に合った出会いの支援を行う。

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６

（注）
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書
等）を添付すること。
２「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、次の①～③を記載すること。ただし、結婚新生活支援事業において、③は記
載不要。
　①これまでの少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情及び課題　
　②当年度の少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け
　③過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）
３「個別事業の内容」には、本個別事業の具体的内容を記載すること。
　※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること（結婚新生活支援事業においては
記載不要）。
　※事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又は市町村名、事業名を記載すること（結婚新生活支援事業においては記載不要）。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標を達成予定時期を含め記載
すること。また、各自治体は少なくとも令和６年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率を記載すること。　　　　
６「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを踏まえ、KPI及び定量的
成果目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体において効果検証を実施すること。
　※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　※結婚支援センター事業を実施する場合は、参考として直近年度の「会員登録数」「引き合わせ成立者数」「カップル成立組数」「成婚数」を記載すること。
７「他自治体との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を他の都道府県や市町村と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記
載すること。
８「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記入する
こと。


